
  

 

令和２年12月 18日 

住宅局住宅総合整備課 

 

 
所得税法改正を踏まえ、公営住宅の入居者の「収入」の計算における控除を改正します 

～「公営住宅法施行令の一部を改正する政令」を閣議決定～ 

 

公営住宅の入居者の「収入」の計算について、所得税法改正による給与所得控除・公

的年金等控除から基礎控除への振替により入居者に不利益が生じないよう措置すると

ともに、同法改正による未婚のひとり親に対する税制上の措置及び寡婦（寡夫）控除の

見直しを反映する「公営住宅法施行令の一部を改正する政令」が本日、閣議決定されま

した。 

 

１．背景 

公営住宅の入居資格や家賃等は、入居者の「収入」に応じて設定しており、当該「収

入」は、公営住宅法施行令（昭和 26 年政令第 240 号）において、所得税法（昭和

40年法律第33号）の所得控除の考え方を参考に計算しています。 

平成 30 年度税制改正において、所得税の給与所得控除・公的年金等控除の控除額

が10万円引き下げられるとともに基礎控除の控除額が10万円引き上げられました。

また、令和２年度税制改正において、未婚を含むひとり親（男女ともに所得 500 万

円以下）にひとり親控除（35 万円）が新設されるとともに、寡婦控除について所得

500万円以下に制限されました。改正後の所得税法は、いずれも令和２年分以後の所

得に適用されます。 

 

２．概要 

所得税法の改正内容を反映しつつ、入居者に不利益が生じることのないよう、公営住

宅法施行令について、以下の改正を行います。 

 

（１）改正内容 

①給与所得控除・公的年金等控除から基礎控除への振替への対応 

 平成 30年の所得税法改正による給与所得控除・公的年金等控除から基礎控除

への振替については、与党税制改正大綱において「意図せざる影響や不利益が生

じないよう、（中略）適切な措置を講じなければならない」とされました。この

ため、基礎控除に相当する控除規定のない公営住宅法施行令において入居者に不

利益が生じることのないよう、入居者又は同居者に給与所得又は公的年金等に係

る雑所得を有する者がいる場合には一人につき10万円を追加で控除する旨等を

規定します。 

 



②未婚のひとり親に対する税制上の措置及び寡婦（寡夫）控除の見直しへの対応 

 令和２年の所得税法改正による未婚のひとり親に対する税制上の措置及び寡

婦（寡夫）控除の見直しについては、同法の改正内容を反映し、公営住宅法施行

令における寡婦（寡夫）控除（非婚の寡婦（寡夫）を含む。）を、同法と同要件・

同額のひとり親控除（35万円）及び寡婦控除（27万円）等に改正します。 

③ その他 

その他所要の改正を行います。 

 

（２）経過措置 

① 令和３年７月１日前に行われる家賃の算定の基礎等となる収入の計算につい

ては、なお従前の例によることとします。 

② 令和３年７月１日前に開始される公営住宅の公募に応じて入居の申込みをし

た者及び同日前に特定事由がある場合の入居の申込みをした者に係る入居者資

格の収入の計算については、なお従前の例によることとします。 

 

３．スケジュール 

公  布 ： 令和２年12月 23日（水） 

施  行 ： 令和３年 １月 １日（金） 

 

 

問合せ先 

国土交通省 住宅局 住宅総合整備課 笠原、豊福、市川 

代表：03-5253-8111（内線：39-373、39-374） 

直通：03-5253-8502 FAX：03-5253-1628 

 


